
募集情報等提供事業とは以下のいずれか、又は両方を事業として行うことをいいます。
たとえば、求人サイト・求人情報誌などが該当します。

○募集主から依頼を受け、募集に関する情報を求職者に提供すること

○求職者から依頼を受け、求職者に関する情報を募集主に提供すること

募集情報等提供事業とは１

求人サイト・求人情報誌などを
運営する事業者の皆様へ

～募集情報等提供事業のルールが新設されます～
＜職業安定法の改正＞

施行日：２０１８（平成３０）年１月１日

厚生労働省・都道府県労働局

求人サイト・求人情報誌などにより求人・求職の情報を提供する事業

を行う場合のルールが、新たに職業安定法や指針に定められました。

職業安定法 平成２９年改正 検索
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※職業紹介事業を行う場合は、職業紹介に関するルールに則って事業を行うことが必要です。
厚生労働省のホームページに、改正法に関する資料を随時掲載しています。
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募集主 求職者
募集情報等提供事業者
（求人サイト・求人情報誌など）

※求人サイトや求人情報誌などを運営している場合であっても、以下の①～③のような行為を事業として行う場合は職
業紹介事業の許可等が必要になります。職業紹介との区別の詳細については、厚生労働省ＨＰをご覧ください。
http://www2.mhlw.go.jp/topics/seido/anteikyoku/minkan/

①提供する情報や情報の提供先について、あらかじめ明示的に設定された客観的な要件に基づくことなく、募集情報
等提供事業者の判断により選別や加工を行うこと。

②募集情報等提供事業者が、求職者に対して求人に関する情報を連絡、又は求人者に対して求職者に関する情報を
連絡すること。

③求職者と求人者との間の意思疎通を中継する場合に、募集情報等提供事業者が意思疎通の内容に加工を行うこと。



業務運営に関する事項

募集内容の的確な表示等に関する事項

募集情報等提供事業者に求められること２

募集情報等提供事業者は、提供する情報が的確に表示されるよう、募集主に対して必要な
協力を行うことが必要です。具体的には、職業安定法に基づく指針（※）により以下①②のよ
うな措置が求められます。また、募集主も、募集情報等提供事業者に必要な協力を求めるよ
うに努めなければなりません。

募集情報等提供事業者は、求職者の適切な職業選択のため、また、業務の改善向上を図る
ために、必要な措置をとるよう努めなければなりません。具体的には、指針により以下①～
④のような取組みが求められます。

（※）職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募集情報等提供事業を行う者、労働者供給事業者、労働者供給を受けようとす
る者等が均等待遇、労働条件等の明示、求職者等の個人情報の取扱い、職業紹介事業者の責務、募集内容の的確な表示、労働者の募集を行う
者等の責務、労働者供給事業者の責務等に関して適切に対処するための指針（平成11年労働省告示第141号）

このリーフレットの内容に関して、厚生労働大臣による助言・指導の規定が整備されています。
詳細は、厚労省ＨＰに掲載されている、都道府県
労働局需給調整事業窓口にお問い合わせください。
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/haken-shoukai/haken-shoukai14/index.html

①

以下のような募集情報については、募集主に対して募集情報の変更を依頼するととも
に、募集主が依頼に応じない場合は、その募集情報の掲載を控える等、適切に対応す
ることが必要です。
また、以下に該当するおそれがあるときは、募集主に確認することが必要です。

② 募集主から承諾を得ることなく募集情報を改変して提供してはなりません。

【対応が必要な募集情報】
・ 公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる目的の募集情報

・ 内容が法令に違反する募集情報

・ 実際の労働条件等と異なる内容を含む募集情報

①
相談窓口の明確化等、苦情を迅速、適切に処理するための体制の整備及び改善向上を
はかること。

②
求職者の個人情報の収集、保管及び使用を行うに当たっては、指針を踏まえ、秘密に
該当する個人情報の厳重な管理等、求職者の個人情報の適正な管理を行うこと。

③
募集情報等提供事業者は、募集に応じた労働者から、その募集に関し、いかなる名義
でも報酬を受けてはなりません。

④
募集情報等提供事業者は、労働争議に対する中立の立場を維持するため、同盟罷業
（ストライキ）又は作業所閉鎖（ロックアウト）の行われている事業所に関する募集
情報の提供を行ってはなりません。

具体的な取組み

具体的な取組み
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